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1
上十三地域連携パ
ス・ネットワーク協
議会事業

○○○○○○○○

　地域包括ケア推進の一環
として、医療資源を効果的
に活用し、圏域医療を持続
的に確保するため、地域連
携パスの活用による患者紹
介など病院間の機能分担を
図り、地域医療ネットワー
クの充実を図る。

【令和２年度】
○地域橋渡しﾈｯﾄﾜｰｸ委員会
・R2.8 　 第1回委員会
・R2.11   第2回委員会
・R3.2　  第3回委員会

○在宅医療多職種連携会
・R3.2　  第1回 会議

○地域連携ﾊﾟｽ･ﾈｯﾄﾜｰｸ協議
会
・R3.2　 第1回会議

　「地域橋渡しネットワー
ク委員会」及び「在宅医療
多職種連携会」をワーキン
ググループと位置付け、地
域連携パスの有効活用に向
けた実務担当者レベルの検
討を行い、「地域連携パス
ネットワーク協議会」にお
いて最終的な調整等を行っ
ている。

　平成28年度から協議会を
２分科会から親会への報告
形式へ変更。協議会運営
は、スムーズに行われてい
る。在宅医療の推進や各種
パスの発行は、地域医療構
想による病院の経営方針に
よることも多く、地域医療
の資源活用について、より
連携を深める必要がある。

　上十三医療圏の医療と介
護、診療所と施設の連携を
深めるため、「橋渡し連
携・パスネットワーク委員
会」、「在宅医療・多職種
連携会」の分科会からの報
告や要望事項を踏まえて、
地域医療構想に則した上十
三圏域の地域医療ネット
ワークの会議運営の充実を
図る。

現状の体制を維持する ―

2 十和田湖診療所運営
事業

○ ○

　地域医療の身近な窓口と
して、安心した住民生活に
欠かせない一次医療を担う
十和田湖診療所の管理運営
を行うにあたり、運営経費
を負担し、運営の安定化を
図る。

会議等の開催なし

　十和田湖診療所の管理運
営に係る経費の一部を小坂
町が負担し、平日における
診察を実施することによ
り、十和田湖畔地区住民及
び観光客等へ安心して医療
サービスを受け続けること
ができる環境体制を提供す
る。

　常勤医師が令和2年12月末
で退職し、非常勤医師を確
保し週2日の診療体制を維持
しているが、引き続き湖畔
地区住民並びに十和田湖の
観光客への医療提供維持の
ために恒常的な医師の確保
が課題となっている。

　個別の予防接種や特定健
康診査、大腸がん検診等を
継続して実施するほか、安
心して医療サービスを受け
ることができる環境体制の
維持に努める。

診療日数
現状値（H29実績）：2日/週
目標値（R4）：2日/週

2日/週

3
病児・病後児保育事
業

○○○○○○○○○

　圏域住民に対する子育て
支援の充実を図るため、病
児・病後児（概ね10歳未満
の急性期を経過した病中病
後の児童）保育事業につい
て、各市町村で実施する事
業の充実に努めつつ、関係
市町村の住民に対象を広
げ、広域利用の推進を図
る。

R3.1　書面協議

　十和田市、三沢市、七戸
町、おいらせ町、六ヶ所村
において病児・病後児保育
事業を実施。

―

　実施市町村（十和田市、
三沢市、七戸町、おいらせ
町、六ヶ所村）において、
引き続き広域でのサービス
の提供と利用調整を行う。

実施市町村以外のサービス利用
者数
現状値（H28実績）：377人
目標値（R4）：380人

516人
（見込）

4
ファミリーサポート
センター事業の研
究・検討

○○○○○○○○○

　地域において、子育ての
支援を受けたい方と支援が
できる方を会員登録するこ
とで、会員同士で助け合う
子育て支援事業「ファミ
リーサポートセンター事
業」に関し、対象を関係市
町村の住民に拡大すること
について、効果的な実施方
法の研究を行い、段階的に
広域利用を推進する。

R3.1　書面協議

　十和田市、三沢市、おい
らせ町におけるファミリー
サポートセンター事業の情
報共有を行う。

　現在の提供会員のみで
は、移動距離の関係から広
域利用者への対応が困難で
あるため、広域的な提供会
員の確保体制及び実施体制
の整備を行う必要がある。

　中心市において事業者と
の調整を行い、実施体制が
整った市町村から順次広域
利用する。

広域利用実施体制の整備
現状値（H28実績）：未実施
目標値（R4）：実施

―

5 保育所広域入所に関
する連携

○ ○
　隣接する区域において、
児童の住居地以外の保育所
の広域入所を推進する。

R3.1　書面協議
　町内会が運営する託児所
において、広域利用の受入
を行う。

―
　町内会が運営する託児所
において、広域利用の受入
を行う。

保育所広域入所の届出があった
際の受け入れ率
現状値（H28実績）：100％
目標値（R4）：100％

―
（受入なし）

会議等の開催状況
（令和２年度）

取組及び進捗状況の概要
（令和２年度）

圏域の課題等 令和３年度以降の
取組の概要

KPI目標値
KPI現状値

（R2.12月末）
No 事業名

連携市町村

事業概要

資料２
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6 介護認定審査会事業 ○○○○○○○○

　介護が必要な高齢者等が
必要な介護サービスを受け
ることができるよう要介護
等の認定を行う認定審査会
業務を上北地方教育・福祉
事務組合で行う。

介護認定審査会開催　336回
（予定）

　関係市町村において、上
北地方教育・福祉事務組合
の運営に必要な経費を負担
し、介護認定審査会を開催
した。

―

　上北地方教育・福祉事務
組合において要介護等の認
定審査会を行うことによ
り、運営の効率化と迅速化
を図り、かつ公正・適正な
事務を確保し、介護を必要
とする高齢者等がサービス
を受給できるようにする。

認定審査件数
現状値（H28実績）：9,381件
目標値（R4）公平性・効率性を
確保し、現状体制を維持

4,294件

7 障害者介護給付等審
査会事業

○○○○○○○○

　障害者が障害特性に応じ
て必要な障害福祉サービス
を受けることができるよう
障害支援区分の審査判定を
上北地方教育・福祉事務組
合で行う。

障害者介護給付等審査会開
催
21回開催（Ｒ2.12月末）

　関係市町村において、上
北地方教育・福祉事務組合
の運営に必要な経費を負担
し、障害支援区分認定審査
会を開催する。

―

　上北地方教育・福祉事務
組合において障害者介護給
付等審査会を行うことによ
り、運営の効率化と審査判
定の迅速化を図り、かつ、
公正・適正な事務を確保
し、障害者が障害特性に応
じて必要な障害福祉サービ
スを受けることができるよ
うにする。

審査判定件数
現状値（H28実績）：361件
目標値（R4）公平性・効率性を
確保し、現状体制を維持

296件

8
図書館相互利用促進
事業

○○○○○○○○○

　圏域住民に対し、圏域内
での図書館において、各市
町村の住民と同一の基準で
所蔵資料の館外貸出を行う
こと等、圏域の住民が利用
しやすい図書館閲覧環境を
構築する。
　また、関係市町村の図書
館ホームページにリンクを
貼る等、圏域の図書館情報
を住民に提供する。

　新型コロナウイルス感染
症拡大の影響を受け、KPIは
減少傾向にあるが、引き続
き利用促進を図るため、圏
域内の情報を発信していく
必要がある。

　継続して事業を実施する
と共に、WG等でKPI目標値達
成に向けた取組を検討す
る。

相互利用件数
現状値（H28実績）：512件
目標値（R4）：540件

228件

9 図書館蔵書充実事業 ○○○○○○○○○

　圏域の拠点となる図書館
は、幅広い蔵書の充実に努
める。
　圏域内の他の図書館は、
基本的な蔵書の充実に努め
る。

　今後も各館との情報交換
を密にし、連携を強化して
いく必要がある。

　継続して事業を実施する
と共に、WG等でKPI目標値達
成に向けた取組を検討す
る。

図書館利用者数
現状値（H28実績）：154,119人
目標値（R4）：163,120人

88,124人

10 生涯学習情報提供事
業

○○○○○○○○○

　各市町村が実施している
各種講座等について、圏域
内の情報を収集・共有する
体制を整備するとともに、
広報紙やホームページなど
の広報媒体を活用して地域
住民への周知する体制を構
築する。

会議等の開催なし

　情報収集や周知を行うた
めに必要なフォーマットを
作成し、試験的に実施する
準備を進めている。

　情報共有の体制の構築に
時間を要している。

　生涯学習情報の提供を試
験的に実施する。

構成市町村のHP上で圏域内の生
涯学習情報を提供
現状値（H28実績）：未実施
目標値（R4）：HPで随時情報提
供

未実施

会議等の開催なし

 令和２年度は、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止対策
として会議等を中止したた
め、書面にて今後の具体的
な取組について各館の意見
を取りまとめ、来年度の取
組へ生かすよう準備を進め
ることとした。
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「小・中学校英語研修講座講演
会」参加者数
現状値（H28実績）：21人
目標値（R4）：35人

24人

英語活動科授業研究会参加者数
現状値（H28実績）：30人
目標値（R4）：40人

―
(中止)

12 教育事務の委託 ○ ○

　県境を越えて隣接する区
域における関係町の教育事
務について、中心市が委託
を受けて処理する。

会議等の開催なし

　十和田湖畔地区における
教育事務を十和田市が小坂
町から受託し実施してい
る。

―
　今後も引き続き教育事務
の委託を実施できるように
体制を維持する。

教育事務の委託の届出があった
際の受け入れ率
現状値（H27実績）：100％
目標値（R4）：100％

―
（届出なし）

13 広域観光振興推進事
業

○○○○○○○○○○

　上十三・十和田湖広域定
住自立圏観光推進協議会に
おいて、圏域全体としての
広域的な観光情報の発信に
ついて検討・実施・検証す
る。
　観光情報の共有など各市
町村の連携を強化するとと
もに、観光情報の発信にあ
たっては、周遊観光の促
進、インバウンド対策にも
つながる施策を実施する。
　圏域内の既存の観光資源
を磨き上げるとともに、新
たな観光資源の発掘に努
め、それらを有効活用する
ことで交流人口の増加を図
る。

・R2.4 総会(書面議決)
・R2.5 臨時総会(書面議決)
・R2.11 第1回担当者会議
・R2.11 第1回担当課長会議
(書面開催)

実施事業
・日本語版ガイドマップ増
刷

※新型コロナウイルス感染
症の影響により次の事業は
中止
・英語版ガイドブック作成
・英語版Webサイト作成
・日本語版及び英語版Webア
ンケート実施

　圏域の交流人口の増大を
図るため、各自治体におい
て、観光情報の把握、更
新、充実の取組を継続する
とともに各地域のDMOや県観
光連盟等との連携が求めら
れる。

コロナの収束状況を踏まえ
つつ、広域的な観光情報の
発信について検討・実施・
検証する。

・Webサイトでのイベント情
報の定期配信
・Web広告の配信
・Webサイトの内容修正

圏域市町村の観光入込客数
現状値（H27実績）：7,778,246
人
目標値（R4）：8,300,000人

7,910,686人

14 十和田湖観光誘客事
業

○ ○

　十和田湖畔地区で開催さ
れるイベントに対する支援
や豊かな自然を活かしたメ
ニューの提供などの観光振
興策を一体となって実施す
ることにで、効果的な誘客
促進を図る。

会議等の開催なし

　小坂町と連携し、湖畔地
区で開催されるイベント等
について協調補助を実施す
る。
・十和田湖湖水まつり
・十和田湖冬物語
・十和田湖畔活性化事業協
同組合
・りんごのふるさとシャト
ルバス運営協議会
・十和田ビジターセンター
運営協議会
・十和田湖マラソン大会(中
止)

　十和田湖畔地区の観光振
興による経済効果を増大さ
せるため、観光入込客数の
増加に資する取組が求めら
れる。

　今後も継続して事業を実
施する。

十和田湖への観光入込客数
現状値（H27実績）：1,092,651
人
目標値（R4）：1,170,000人

1,301,479人

　小・中学校における英語
教育の充実を図るため、英
語指導方法に係る講演会や
公開授業研修会を計画し、
上北管内全域に案内を出
し、参加を呼びかけてきた
が、定住自立圏事業である
ことのPR不足等により、参
加については、主催地区の
教員が主であった。
　英語スピーチコンテスト
については、上北地区代表
生徒が、県大会でも上位入
賞を果たすなど好成績を残
している。

11 英語教育推進事業 ○○○

　小・中学校における英語
教育の充実を図るため、英
語指導方法に関する研究会
や教員の英語力向上を目指
した研修会を開催する。
　小中の接続を効果的に行
うために英語教育カリキュ
ラム等に関する調査・研究
を行う。
　生徒の英語によるコミュ
ニケーション能力の育成と
表現力の向上を図るため
に、英語スピーチコンテス
トを開催する。

　引き続き、英語指導方法
に係る研修会や公開授業研
究会を開催する。開催案内
の中に、広域定住自立圏事
業であることを明記し、参
加については自治体ごとの
制限等はないことを、教育
委員会の外国語担当指導主
事等を通じて呼びかける。
　英語スピーチコンテスト
については、生徒の英語に
よるコミュニケーション能
力の育成と表現力の向上を
目指して、引き続き開催す
る。

○○○○○○

・R2.8　小・中学校英語研
修講座講演会（三沢市教員
のみを対象として実施）

・上北地方小中学校教員対
象の指導方法や指導技術を
中心とした研修会は新型コ
ロナウイルス感染拡大防止
対策として規模を縮小して
三沢市の教員のみを対象と
して実施した。
・小学校の外国語教育の一
層の充実と中学校英語科へ
のスムーズな接続を目指し
た研究会は新型コロナウイ
ルス感染拡大防止対策とし
て中止した。
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特産品開発セミナー参加者数
現状値(H28実績)：43人/回
目標値（R4）：80人/回

31人/回

販路拡大イベントの来場者数
現状値(H28実績)：50,700人
目標値（R4）：61,600人

―
(中止)

販路拡大イベントの売上
現状値(H28実績)：7,985千円
目標値（R4）：11,220千円

―
(中止)

防災訓練等の見学会回数
現状値（H28実績）：2回
目標値（R4）：4回

―
(中止)

合同研修等の回数
現状値（H28実績）：未実施
目標値（R4）：1回

1回

17
災害時の消防出動相
互応援事業

○ ○

　各消防本部管轄区域にお
いて相互応援出動による効
果が期待できる地域（以
下、「応援地域」）につい
て、相互応援出動する。
　応援地域の実態を把握す
るため、必要な情報交換を
行う。

・R2.4　消防相互応援協定
開始に係る運用検討会議
・R2.5  消防相互応援協定
に係る検証訓練
・R2.11　鹿角消防職員によ
る十和田管内消防訓練の参
観及び情報共有

　今年度新たに締結した消
防相互応援協定に基づき、
「応援区域」で要請等が
あった場合は応援出動す
る。

　課題が新たに出てきた場
合、問題点を共有し、改善
できるよう検討・協議を進
める。

要請があった場合の出動率
現状値（H28実績)：100％
目標値（R4）：100％

―

18 消防指令業務共同運
用等事業

○○○○○○○○

　圏域における効果的な消
防指令業務の共同運用につ
いて、更なる調査・検討を
継続して実施する。

●上十三4消防本部消防通信
指令事務協議会
・R2.10　第1回会議（書
面）
●幹事会
・R2. 4　第1回会議(書面)
・R2.10　第2回会議
●幹事会専門部会
・R2.12　第1回会議

　事務協議会、幹事会（幹
事会専門部会）を開催し、
現状の確認や効率的な運用
等について協議。
　また、消防相互応援協定
に基づく指令業務の効率的
な運用について検討を実
施。

　圏域内の消防指令業務の
共同運用について、効率的
な運用を図るため更なる調
査・検討を継続して実施す
る。

消防指令業務の協働体制を維持
し、効果的な運用を目指す。

―

19 簡易水道の共同利用 ○ ○

　効果的かつ効率的な簡易
水道の運営を図るため、共
同利用に関する研究・検討
を行い、広域的な利用に向
けた取組を推進する。

会議等の開催なし
　簡易水道の共同利用を
行っている。

―
　引き続き共同利用を実施
する。

現状の体制を維持する ―

―

○○○

　大規模災害時における相
互応援体制を含め圏域内の
防災計画等の情報の共有を
図る。
　圏域市町村間で協議の
上、段階的に合同研修や訓
練等を実施する。

・R2.5 　十和田市総合防災
訓練見学会（中止）
・R2.10　三沢市総合防災訓
練見学会（中止）
・R2.11 　第1回情報交換会
・R3.2 　第2回情報交換会

○

16
防災体制整備・地域
防災計画等の情報共
有等

○○○○○○

○○

　各市町村の特産品を相互に
PRする方法として、道の駅等
での圏域特産品の販売コー
ナー設置や、学校給食事業へ
の特産物の相互使用などの
取組について検討を行う。

会議等の開催なし

新型コロナウィルス感染拡大
防止対策として、以下は中止
とした。

・担当者会議（中止）
　三沢市との協議を予定
・販路拡大イベント（中止）

15 特産品の販路拡大

　新型コロナウィルス感染
拡大防止対策のため、防災
訓練及び見学会を中止とし
た。
　情報交換会では、事前に
課題等を抽出し、各市町村
において実施している取組
について共有・意見交換を
行った。

　防災訓練の見学や防災担
当者の情報交換会は、公助
である市町村の防災体制の
情報共有や質の向上という
面で非常に有効的である
が、共助を担う自主防災組
織のスキルアップのため、
どのような訓練や研修を行
うのかが課題となってい
る。

　継続して事業を実施する
ほか、WG等でKPI達成に向け
た効果的な取組についての
検討を行う。

○

　圏域の特産物（農産物・
畜産物・水産物等）に関す
る情報を相互に提供し合
い、これらの特産物の販路
拡大を図っていく。
　また、圏域内の特産物等
による地域ブランド化を推
進する。

○○○○○

　圏域内で生産される農産
物は同じ品目が多いため相
互に競争相手となり易く、
競合しない販路拡大の方策
を導き出すことが課題であ
る。
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20 消費生活相談事業 ○○○○○○○○

　複雑・多様化する消費生
活相談に対応するため、圏
域における広域的な取組を
進める。

R2.10　上十三地区（十和田
ブロック）消費生活相談業
務に係る連絡調整会議

　十和田市消費生活セン
ター、三沢市消費生活セン
ターへ、関係町村の消費相
談事務を集約して実施して
いる。

　平成27年度から広域化を
開始し、相談件数は徐々に
増加してきている。相談窓
口である消費生活センター
について圏域住民へ周知す
ることが必要である。

　今後も継続して消費生活
センターの広域利用を進
め、圏域内の消費者相談の
充実や消費生活に関する情
報の提供、啓発に努める。

相談件数
現状値（H28実績）：550件
目標値（R4）：730件

468件

補助対象となる路線バス系統数
現状値（H28実績）：30系統
目標値（R4）：30系統

34系統

コミュニティバス利用者数
現状値（H28実績）：363,494人
目標値（R4）：363,000人

230,372人

22 二次交通の整備・充
実事業

○○○○○○○○○

　圏域内の交通拠点となる
空港や鉄道駅の二次交通の
充実及び利用促進に取り組
む。
　公共交通ネットワーク会
議において、二次交通の利
用環境の整備及び利用促進
について、研究・検討を行
う。

●公共交通ネットワーク会
議
・R2.10　第１回会議開催
●三沢空港振興会
・R2.4  第１回幹事会
・R2.5  定例総会
●七戸十和田地域公共交通
会議
・R2.6  第１回会議
●七戸十和田奥入瀬シャト
ルバス運行協議会
・R2.5　第１回運行協議会
（書面）
・R2.5  第２回運行協議会
・R2.12 第３回運行協議会

　三沢空港乗合タクシーの
運行、七戸十和田駅から十
和田市及び六ヶ所村までの
乗合タクシーの運行、期間
限定での焼山地区までの
シャトルバスの運行によ
り、交通拠点からの二次交
通の充実に取り組む。

　三沢空港乗合タクシー等
を継続的に運行し、交通拠
点からの二次交通の充実に
取り組む。

二次交通利用者数
現状値（H28実績）：3,655人
目標値（R4）：3,700人

1,543人

23 青い森鉄道利用促進
等事業

○○○○○○○○○

　青森県、関係市町村及び
事業者等の関係機関と連携
して、青い森鉄道の各種利
用促進活動に取り組む。ま
た、青い森鉄道の利便性向
上及び利用環境改善のた
め、駅関連施設及び駅周辺
施設等の整備を図る。

●青い森鉄道利活用推進協
議会
・R2.5　担当課長会議（書
面）
・R2.5　総会（書面）
●三沢駅周辺整備関係
・R2.4　交通ターミナル供
用開始
・R2.8　全面供用開始（予
定）

●青い森鉄道線利活用推進
協議会
　県を主体に沿線自治体、
事業者が連携し、青い森鉄
道及び沿線地域の活性化を
図る各種事業を展開する。
（鉄道の日行事、フォトコ
ンテスト、グッズ制作、環
境整備等）
●三沢駅周辺整備関係
　関係機関や事業者との協
議・調整を図り、土木工事
等を進める。

―

　関係機関及び関係市町村
と連携し、青い森鉄道の利
用促進活動等に取り組む。
また、青い森鉄道の利便性
向上及び利用環境改善のた
め、駅関連移設及び駅周辺
施設等の整備を図る。

青い森鉄道下田駅～野辺地駅乗
車人員
現状値（H28実績）：889,298人
目標値（R4）：889,000人

814,575人
（令和元年度）

　圏域内を結ぶ路線バス等
の生活路線を維持するた
め、運行事業者等に対して
支援を行う。また、コミュ
ニティバスの利用環境整備
及び利用促進に取り組む。
　公共交通ネットワーク会
議において、圏域内の交通
施策の課題整理を行うとと
もに、持続可能な交通網の
構築に向けた研究・検討を
行う。

●公共交通ネットワーク会
議
・R2.10　第１回会議開催
・R2.12　第１回課長会議開
催

　圏域内における持続可能
な交通網の構築に向けて、
公共交通ネットワーク会議
において、意見交換を行
う。
　また、圏域内を結ぶ路線
バス等を維持するため、運
行事業者等に対して支援を
行う。
　コロナ禍において、事業
者から支援の申し出があっ
たため、担当課長会議で対
応について意見交換を行っ
た。

　生活交通路線維持事業の
ための補助金が年々増加傾
向にあり、バス利用に向け
ての啓発も必要である。将
来的には、圏域の市町村間
の公共交通の接続について
の検討も必要。
　交通事業者の運転手不足
も深刻になっている。
　コロナ禍により、交通事
業者の事業収益が悪化して
おり、路線の廃止や統合な
どが必要となっている。

　引き続き、路線バス等の
生活路線の課題解決に向
け、連携した取組を図る。
　また、路線の再編につい
て、関係市町村で協議を行
う。

○○○○○21 生活交通路線維持事
業

○○○○
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24 道路等のインフラ整
備に関する要望

○○○○○○○○○

　圏域内の市町村間を繋ぐ
幹線道路等のインフラ整備
に関する要望活動を圏域と
して一体的に行う。

・R2.4  第1回担当課長会議
（書面開催）
・R2.8  第2回担当課長会議
・R2.10 道路整備要望活動
の実施

　圏域市町村長等が、道路
整備予算の確保、上北自動
車道の整備促進、下北半島
縦貫道路の整備促進等の要
望活動を実施する。

　圏域の生活機能の維持・
強化のため、インフラ等の
整備に係る関係市町村の動
向を情報共有しながら、一
体的に要望活動を実施して
いくことが必要。

　今後も引き続き、圏域に
おける要望事項の確認・検
討し、要望活動を実施して
いく。

要望活動実施回数
現状値（H28実績）：年1回
目標値（R4）：年1回以上

1回

25 三沢空港振興会事業 ○○○○○○○○○

　三沢空港の利便性向上の
ため、発着路線の拡充など
関係機関への要望活動やプ
ロモーション活動等を実施
する。
　需要を喚起するための利
用促進活動及びＰＲ活動等
を積極的に実施する。

・R2.5　第1回幹事会（書面
開催）
・R2.5　定例総会（書面開
催）
・R2.10　第1回担当課長会
議

　利用促進事業として、旅
行商品を企画・造成する者
へ対する助成を実施。
　ＰＲ事業として、就航先
都市や広告媒体を通じた各
種ＰＲ活動を実施。
　三沢空港発着便に接続す
る二次交通手段を維持する
ため、運行事業者に対して
支援を実施。

―
　構成市町村の連携・協力
体制を確保し、利用促進活
動等を積極的に実施する。

搭乗率
現状値（H28実績）：69.7%
目標値（R4）：72.8％

39.5%

26
公共施設の相互利用
促進事業

○○○○○○○○○○

　関係市町村の文化・ス
ポーツ施設等のうち、圏域
住民が利用する施設と位置
づける施設について検討・
調整を行い、まずは、圏域
間で施設の利用情報につい
て共有し、市町村民と市町
村外住民に使用料金格差を
設けているなどの制約があ
る場合には、段階的にその
調整を図り、圏域内施設の
相互利用促進を図る。

R2.6
・公共施設一覧更新調査

　「圏域公共施設相互利用
一覧」のデータを更新し、
圏域で共有する。

―

　現状の情報共有体制を維
持しながら、公共施設相互
利用率の向上に努める。
 （料金格差の是正について
は、29年度のWG会議にて、
各市町村の事情から、困難
としている。）

相互利用率
現状値（H28実績）：4.6％
目標値（R4）：5.0％

8.2％
（Ｒ1実績）

27 美術館等入館促進事
業

○○ ○

　十和田市現代美術館、寺
山修司記念館、鷹山宇一記
念美術館において、相互に
ポスターやチラシの掲示を
行うほか、各種ＳＮＳによ
るＰＲを行う。

会議等の開催なし

　連携各館において、相互
にポスターやチラシ掲示を
行うほか、各種SNSによるPR
を行う。

―

　引き続き、相互のポス
ターやチラシ掲示のほか、
ＳＮＳによるＰＲを継続し
ていく。

年間入館者数
現状値（H28実績）：180,393人
目標値（R4）：185,000人

88,921人

市町村の移住相談窓口における
相談件数（件）
現状値(H28実績)：138件
目標値（R4）:現状値より増加

671件
（R１実績）

市町村の支援施策を利用した圏
域外からの移住者数（人）
現状値（H28実績）：110人
目標値（R4）:現状値より増加

234人
（R１実績）

29 結婚活動支援事業 ○○○○○○○○○○

　連携して結婚活動支援に取
り組み、圏域の結婚を希望す
る独身男女の成婚を促進し、
定住人口の増加を図る。

※新型コロナウィルス感染
拡大防止対策として中止

・圏域市町村合同による
「婚活イベント」を圏域内
で１回開催。

　圏域全体で婚活を応援す
る個人・団体等の掘り起こ
しを進める必要がある。
　結婚を希望する独身男女
が望むサポートを広域連携
のスケールメリットを活か
し、提供する必要がある。

婚姻率
現状値（H27実績）：4.3
目標値（R4）：現状値より増加

4.0
（R１実績）

○○○

　圏域への移住の促進を図
るため、圏域の魅力や生活
に関する情報などの移住情
報を一体的に発信する。

・R2.6　第1回担当課長会議
・R2.7　第1回WG
・R2.10 第2回担当課長会議
・R3.2  第2回WG

※新型コロナウィルス感染
拡大防止対策として中止

・東京都で開催される「東
北U・Iターン大相談会」へ
の合同出展。

・帰省者を主な対象とし
た、「移10生活パンフレッ
ト」や「各自治体移住パン
フレット」等の配布・PR。

○○○○○○28
移住情報の発信・Ｐ
Ｒ事業

○

　移住促進及び結婚支援を
するための協議会を設立
し、以下の事業を実施する
ほか、WG等でKPI達成に向け
た効果的な取組についての
検討を行う。

・東京都で開催される「東
北U・Iターン大相談会」へ
の合同出展。

・移住情報を発信するため
の広報媒体の作製。

・圏域市町村合同による
「婚活イベント」を圏域内
で１回開催。

　圏域への移住の促進を図
るため、圏域の移住に関す
る情報発信を強化する必要
がある。
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上十三・十和田湖広域定住自立圏第２次共生ビジョン掲載事業　進捗状況一覧表(令和２年12月末現在）
計画期間：平成30年度～令和４年度

十

和

田

市

三
沢
市

野

辺

地

町

七
戸
町

六
戸
町

横
浜
町

東
北
町

六
ヶ

所

村

お

い

ら

せ

町

小
坂
町

会議等の開催状況
（令和２年度）

取組及び進捗状況の概要
（令和２年度）

圏域の課題等 令和３年度以降の
取組の概要

KPI目標値
KPI現状値

（R2.12月末）
No 事業名

連携市町村

事業概要

資料２

30 イベント交流の促進 ○○○○○○○○○○

　圏域におけるイベント情
報や地域資源を共有し、祭
りや各種イベント等におい
て周知宣伝活動を行うとと
もに、相互交流に取り組
む。

会議等の開催なし

　平成25年12月号の広報か
ら「ぐるっとNAVI～上十
三・十和田湖広域定住自立
圏情報～」を圏域全市町村
にて掲載している。

※新型コロナウィルス感染
拡大防止対策のため、各種
イベントが中止となり掲載
するイベント情報が減少

　各市町村の広報紙に「ぐ
るっとNAVI」を掲載するこ
とで、イベントの周知が図
られ、他市町村および県外
からの参加を促し、圏域全
体の活性化・交流促進につ
ながっているが、市町村に
よっては紙面のスペースが
確保できず、毎月掲載でき
ない場合もある。

　引き続き、各市町村の広
報紙に「ぐるっとNAVI」を
掲載し、各市町村のイベン
ト情報等の周知宣伝を行
う。

各広報誌の「ぐるっとNAVI」に
掲載したイベント情報数
現状値（H28実績）：543件
目標値（R4）：600件

142件

31 職員研修交流事業 ○○○○○○○○○○

　各市町村において実施し
ている職員研修に、他の関
係市町村の職員を受け入れ
る。また、必要に応じ、合
同で行うことが効率的、効
果的とされたテーマについ
ては、合同での研修を企画
立案し、実施する。

R2.5　書面協議
　圏域市町村対象とした研
修を実施する。

　多くの市町村の職員が、
研修に参加できるような仕
組み又は雰囲気づくりが必
要となっている。また、周
知しているが、研修会に参
加する職員が少ない。

　引き続き、職員の資質向
上のため研修参加機会を提
供し、圏域市町村職員の研
修参加を促す。

研修参加人数（広域参加）
現状値（H25～27平均実績）：
70人
目標値（R4）：70人

0人

32 職員人事交流事業 ○○○○○○○○○○
　関係市町村において協議
の上、必要に応じて職員の
相互交流（派遣）を行う。

R2.5　書面協議
必要に応じて個別協議す
る。

　圏域自治体の職員数が減
少している中、長期に渡る
人事交流は、派遣側、受入
側双方の人員面や、組織機
構の違いが課題となってい
る。

　人事交流を必要とする市
町村間での個別協議とす
る。

現状の検討体制を維持する ―
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